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1．はじめに 

掘削土留め工の設計において，支保工に補強材を用いた場合の補強材ばねや地盤ばねの非線形性が弾塑性法

による土留め壁変位の計算結果に影響することが予想されたことから，大径補強材（ラディッシュアンカー）

を支保工に用いた掘削現場の逆解析を実施し，一般的な設計法1)による弾塑性計算結果と実測値，および地盤

ばねおよび補強材ばねに非線形効果を考慮した逆解析結果とを比較した。その結果，地盤および補強材ばねに

非線形効果を考慮することにより，土留め壁の掘削過程に伴った土留め壁の変形挙動をより再現できることが

明らかとなった2)。ただし，この解析では，土留め壁の変位を全掘削段階を通じてフィッティングした場合に，

どのようなばねが得られるかに着目したもので，実際の地盤およ

び補強材ばねを考慮した解析ではなかった。 
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ラディッシュアンカー 

補強体径：400 mm 

補強体長：7.5 m 

設置角度：20° 

水平間隔：1.6 m 

鉛直間隔：1.3 m 
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試験補強材 

  
図 1 計算に用いた掘削断面 

本報告では，解析で対象とした現場で実施された大径補強材の

引抜き試験結果が得られたことから，その結果を用いて補強材ば

ねを算定し，弾塑性解析を実施した結果について報告する。 
2．大径補強材の引抜き試験の概要 

 対象とした掘削断面を図 1に示す。補強材の引抜き試験は，図

中に示すように上部から 2 段目の補強材に対して実施されたも
のである。試験は，補強材打設後 28日材齢にて，計画最大荷重
400kNを 6サイクルの多サイクル載荷として行われた。 
対象とした補強材に用いた芯材は D35(SD345)であり，設置地

盤の極限周面摩擦抵抗力は計算上 380kNである。 
3．大径補強材の引抜き試験結果 

 図 2に引抜き荷重 T～軸方向引抜き変位量δ関係を示す。 
同図から，補強材の地盤との摩擦抵抗は非線形特性を有してお

り，引抜き荷重 330kN以降で特に強い非線形性を示しているこ
とがわかる。この

ことは，330kN程
度で芯材が降伏し，

更に 380kN 程度

で極限周面摩擦抵

抗力に達したこと

を示した結果とい

える。ただし，極

限周面摩擦抵抗力

に達した以降も抵

抗力は保持しており変

図 3にK = (T/δ)･c
向の補強材ばねKと水
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図 2 引抜き試験結果        図 3 補強材ばね～水平変位量関係 

位のみが進行する傾向である。 

os2α／b（α：補強材傾斜角，b：水平間隔）として算定した弾塑性計算に用いる水平方
平変位量δhの関係を示す。図 2と同様に水平方向補強材ばねについても非線形となり，  
強土，弾塑性法，現場計測 
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水平変位 10mmで K =20000 kN/m/本程度のばね値となる。 表 1 計算条件 

項目 ケース 1 
設計標準準拠 

ケース 2 
線形ばね 

ケース 3 
非線形ばね 

1層 Kh0 =  1250（設計標準に準拠） 
2層 Kh0 =  3750（設計標準に準拠） 地盤ばね 

Kh(kN/m3) 
3層 Kh0 = 13125（設計標準に準拠） 

1段目  4840  20000 
2段目  4840  20000 補強材ばね 

(kN/ m/本) 
3段目  4840  20000 

図 2の 
非線形ばね 

4．引抜き試験による補強材ばねを用いた弾塑性計算 
 弾塑性計算は，図 1に示した掘削断面に対して，表 1の 3
ケースについて実施した。ケース 1 はすべての条件を設計
標準1)により設定したもので，ケース 2，3は，補強材ばね
を今回整理した引抜き試験結果により設定したもので

ある。ケース 2 は，補強材水平変位 10mmに相当する
ばねを線形ばねとして設定し，ケース 3 は土留め壁の
変位に応じて，図 3 の曲線に沿って補強材ばねを与え

られるように解析した。ただし，図 3 のばね値は 2 段
目の補強材に対する引抜き試験結果であり，実際には

最上段および 3 段目の補強材ばねの特性はこれとは異
なると考えられるが，設計上同じ地層であり平均的に

は上部 3 段を図 3 の補強材ばねで代表できるものと仮
定した。このことから，下部 3 段の補強材については
ばね値の非線形特性を設定できないことから，本検討

では解析についてもStep4までを実施することとした。 
 表 2 に，各ケースの計算結果および現場計測による

土留め壁変位の比較を Step1～4について示す。 
 Step1は自立時の変形であり，側圧，土留め壁剛性お
よび前面地盤ばねによりその変位が計算されるもので，

全てのケースとも設計標準に準じているため，同値と

なり実測よりも大きな変位となっている。このため，

以降のステップについても，全てのケースで実測値よ

りも大きな変位量となってくるが，本検討では，補強

材ばねによる土留め壁変位の挙動を比較することを目

的としていることから，Step2～4の土留め壁の変形モ
ードに着目する。ケース 1では Step2において前倒れ，
Step3，4では掘削底面部分が大きくはらみ出す変形モ
ードとなっており，実測と異なる結果となっているこ

とがわかる。ケース 2では，Step2についてはケース 1
よりも実測に近い結果となっているが，Step3，4はケ
ース 1と同様の傾向であり，線形ばねでは変形モードを忠実に模擬することが困難であることを示している。 

表 2 弾塑性計算結果と実測値との比較 
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これに対して，ケース 3 では非線形性の効果により変位の増加に伴い補強材ばねが低下していくため，
Step3,4についても実測の変形モードを模擬できていることがわかる。 
5．おわりに 

 大径補強材を支保工に用いた掘削土留め工における土留め壁変位は，側圧，土留め壁剛性，補強材ばねおよ

び地盤ばねにより決定されるものである。今回，引抜き試験による補強材ばねを非線形として弾塑性計算に反

映させることで，より実測に近い土留め壁の変位挙動を模擬できることを確認した。 
今後は，文献調査，現場試料の土質試験等により地盤ばねの非線形性を適切に評価し，これを実測現場の解

析に反映させて，より実情に即した弾塑性計算による設計を可能とできるよう検討を進めていきたい。 
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